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地方自治体による「幼保一元化施設」創設の課題とその解決

1.陪題の所在と本研究の目的・課題・方法

第 2次大戦以降， 日本の就学前保育・教育制

度は， r教育j を中心的な機能とする幼稚菌と，
f保育Jを主たる機能とする保育所による，二

元体制がとられている。この二元体制の由来は，

再者が誕生した明治時代にまで遡る。近代化の

進む明治時代，幼稚園は，比較的諮福な家庭の

子どもの教育施設として，保育所は，子どもの

保育を通じて保護者の就労を支援する施設とし

て，創設されたのである O つまり，幼稚園・保育

所における「教育j と「保育j という 2つの機

能の分離は，明治時代の社会状況によって生じ

たものであるといえる。

こうした幼稚園と保育所の二元体制について

は，第 2次大戦後の制度成立時から，くり返し

議論の対象とされてきた。特に， 1970年代から

は，一部の私立幼稚醤・私立保育所が，二元体制

を超える試みとして， r教育」と「保育jの両方
の機能をもっ独自の施設の創設に取り組むよう

になった。しかし，その後 1990年代に至るま

で，これらの実践的な取り組みが全国的に拡大

することはなく，制度的な「幼保一元化Jも実

現には至ることはなかった。

ところが， 1990年代以降，幼稚菌・保育所の

機能統合に向けた新たな動きがみられるように

なった。それが，地方自治体による，幼稚園と

保育所の機能統合を目指した施設(本論では「幼

保一元化施設」と呼ぶ)の創設である。こうし

た地方自治体による取り組みは， r公」的制度の
規制を直接的に受ける地方自治体がその担い手
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となっていること，また その取り組み自体が

拡大の傾向にあった点に特徴がある。

ただ， 1990年代から 2000年代にかけては，

f認定こども国」制度が成立していなかったた

め， r幼保一元化施設」の創設には，旧来の「幼
稚間Jと「保育所」という制度的な枠組みが立

ちはだかることとなった。そのため，この時期

に施設創設を行った自治体は， 2つの制度を一

元化する際に多くの問題に誼面し，その解決策

を模索するなかで，各自治体独自の施設像や施

設を支える理念を生み出していたのであった。

こうした新たな肱設の姿や理念は，従来の二元

体制を超えたあり方を探る手がかりとなるもの

と考えられる。この点において， 1990年代から

2000年代における「幼保一元化施設j創設は，

見逃せない動きであるといえよう O

これらの問題意識を踏まえ，本論考では，

1990年代から 2000年代において，地方自治体

によって創設された「幼保一元化施設j を取り

よげ，各施設に慢する資料ならびに参考文献を

もとに，施設創設にあたって生じた課題につい

て整理を行う o 加えて，先進的な取り組みを行

っている 2つの自治体の関係者に対して行った

開き取り調査の結果をもとに，地方自治体が施

設を創設する際に用いた理念や論理について検

討を行う o こうした作業を通じて，従来の二元

体制を超えた新たなあり方を考察する視座を得

ることができるものと考えられる。

なお，本論文で用いるデータの収集方法は以

下の通りである。
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<誠査 1> 
対象:2003年度時点、で，公設公営の f幼保ー

元化施設j を運営していた全国 18都道

府県 26市町村の行政上の担当部局およ

び「幼保一元化施設j

方法:電話や訪問による関連資料の収集

時期 2003年 5月"'8月

<調査II>

対象:東京都千代田区と福井県松岡町 1) の

「幼保一元化施設Jの施設長または行政

担当者

方法:開き取り調査および関連資料の収集

時期 2003年 9月中旬'"10月上旬

2. r幼保一元化施設Jの課題と解決策
表1:幼保一元化施設創殴における諸繰越とその解決策一覧

2-1. r幼保一元化施設jの翻設における課題
はじめに，施設創設にあたっての課題を把握

するため，自治体調査(調査 1)の結果を用い

て，表 1のように課題の整理を行った。

ここでは，表 1の整理をもとに，課題の概要

についてみていくことにする。まず，施設の全

体像となる保育・教育課程に関する課題は，保

育・教育時間，保育・教育集団，給食や行事等

の保育・教育活動，関販や卒圏証書といった施

設のアイデンティティーに関する諸事項，保護

者会等といった側面において捉えることができ

た。さらに，この保育・教育課程を実施する擦

に必要となる資源に関する課題として，施設設

備と職員の組織化の 2つの側面が見出された。

地方自治体名 北海道 北海道 北海滋 岩手梁 宮城梁 茨減県 東京都 東京都 衿奈川県
3草川町 共和町 線似町 藤沢E ~宙I 盆盤盟里I 千代田区 品川区 業野市

勝随時織 2002年12月 1980年代初頭 1996年 1979年 2001'年4F/ 2001年4F1 2002年f1F1 2002年9F1 1999年10月

一元化への経
保+普3革綴新!定の紋老瀦朽へ化

幼間ro殺保+磁幼禽への児希教の長資望地へ時 る人十公口私係の幼の滋の統少廃廃に閤合よf舎過学文の疎教校直化織ヱの径に忽リ移えよア1鉱るす整+園小備 団櫨少生保股子涯育の化学の老に習園拘よ錐る経!進じ集+ + 幼後の童老共朽の同解化化+待 年年保課齢齢育題制区が(ず分交湿)実方涜難し式進Eた現@ ま 公用き教立+室幼待峨の機清闘有児効の童利解空 室待幼の犠共権置有児用効童化の利解指空き際消針教+ + 
純 の希鍾虫歯加+幼狭 児;向+
維闘の施般の
磁+共F釈と徹針 の喜華鏡

基本約滋・意念ZE-g 等潤週楓隔t曾をE公て保外沼の平育し機なZ所てZ『録い幼分の平商韓4糧f 』きを児町て保Eの充をる受のがFけ育段実『見Mけ幼完る総に階し=極る児と住た欠全合にこど盤敏むがなけ応的とも』育す発保るじがなに幼てへ曹を育幼で 高手『い生子清議町護育水て、学てj高の習fの清Bし縫待や本水進ちす一』 地経縁営商の方す幼針る児fj伺をじ保 やで形るし基き継た保こ、砲本2方続を護でE理怠つ行針的者差念〈のうににの別、f』施年基育総さ設齢れ賓づ成労

係資・教事車線 設定(3織児以 同一 (3~5緩宵兜 幼保)lll 作成 向一(4・5歳児) 幼保男11 作成組 上) の合間保 ) 

9~1※4跨4~(延10長跨
合定コわア.時がせタ間選イてムを保択を組纏設み者一保日湾のS奇教術務数・ 幼保)llj

あり)
幼保)lll 8-1あ8時り)(E霊長 幼保持IJ 幼保完11 幼保別

は幼も15保時1普45分
まで

鋤録育教育 集盟組成
3-5織児 4・5重量泥 (年幼齢保区見分lj) 4・5議児 幼保)lll

年齢区分(3-5年齢区児分)(4・5歳 幼録原i(混合) 歳児)

合間保育 ティー実ム施保育を ティー実ム施保曹を 戸外遊び 8の50コ~にア1実タ3イ施40ムま中で 幼か稚り保顕育教を諭担が当預!ど午自前由中遊m1欄びの時ほ

問 機負喜記鑑 る iす 4・5所産量の児基i立準保湾 4・5所越の児基iま当保量湾 4・5所綾の児J{基立準保育 4-5所議の!尼基{ま準保宵

j舌 行事 合間 詞一 合同 合同 合同 相互に参加
動 給食 3健総 実施 爽施 実施 実施 実施

アヂイン 施段名 幼児センター 幼児センター 幼児セン'j- 幼保持i かつらつ子ハウ こどもセンター こども濁 すこやか閤 幼保別
(共通) ス

苧イ
趨般 議i主 同一予イ

Z存自邸臨書量 幼保の違名 院一
i護者会 一本fむ 一本化 合同運営会

施
総投 合築 併設 総後あ(渡りり)廊下 併設あ(渡りり)廊下 合築ン(タ+ー支)媛セ 合築(+支tiセ 会築(+児童館) 合築 幼の2併滋設に保を

股 ン告ー)

股自障 保育轡宣重量5 幼保ごと !幼E保E混十隻合墜の室保育 幼 1階傑 2階

総 職員絡の資 街資格所持 E司資絡所持 雨資格所持 苅資絡所持 前資格所持 両資絡所持
員
の

1::5= 
幼保別 教事革委員会 幼保7111 幼保)llj 行政機

組織
合間 合間 相互に参加 合同 合凋 合同

化
溜t襲 幼保併任 幼保併任 幼ef:併任 幼傑.iJ11 幼保併任 幼保t井任 幼保別

行政 行政所管 教育校委教員海会銀の学 教育委務員践会の総 教事革児委教員育会係の幼 保健滋祉課 保子健育福て推祉進部室の

関遼 保育・教 15年応度能か免らl!i!所得 幼保知j 調護分実i立施町※負担不足 時担間績に応を設じた定負 務整実施F智貸

に
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また，施設全体を支える課題として，所管や保 解消J，r②範設配置上の問題点の解消J，r③収
育費用等の行政上の課題も存在していた。本論 容人員に関する問題点の解消Jの3つに大別で、

文では，これらの課題を踏まえ，各課題の解決 きた。そして， 3つの背景ごとに解決策の特徴

策を貫く方向性を探っていくこととする。 を採ってみると，③を背景として挙げている自

治体においては，共通の理念や詩的が見出せな

かった。これらの自治体においては幼{呆~一元

化施設j の創設を，待機児童の解消や運営費削

減の策として泊いる傾向があるようである o そ

の一方で，①や②の背景を挙げている自治体で

は，施設創設のj擦に，保育の稜の保障や教育の

継続性と一貫性の保持，機会均等の実現等とい

2-2. 施設創設の背景と課題解決の方向性

前項で挙げたような課題解決の方向を明らか

にするためには，各自治体が施設を創設するに

至った背景が重要となる O そこで本論文では，

各自治体が施設創設に至った背景を分類し，背

景の違いごとに解決の方向性を採っていくこと

とする。 った目的や理念を掲げていた。

地方自治体名 神奈川県 静岡県 妓皐察 滋賀県 滋賀線 奈良県 和歌山県 家事事前 4高井県
語穂町 機111市 巣南町 余呉町 甲5l1lll 大宇陀町 白浜町 八木町I 松岡町

際閣時期 2003年4月 2003年4F! 1998年4月 1993年 2001年4F! 2003年 1997運年営度問(ー冗 1979年4F! 2000申年11持4層月始()紙体
的始)

幼封線し書ω、復保効施結化の票設配巣指運をの震針+考営適の共慮歪被教罵 幼範需3越稚訟要児欄の増化就児老加抱閣桁湯針+へ少共化の向+ + 
少子化+幼稚時潤閣

よ学年る部齢、教E一E育分貫の方し困式た量に就産
育少適+少所効正+子の集鰻所率lti個運団舗約こよの営兜保なる敏育錐保保持育議の 戦梅育の;./学園所バ地前児のへラ織ン験減増のにス~育少大三よ+体る+幼アズ制保一元化への経 の保婆育の設 問

年街スの齢路問区点題分(滋君方事趨)式パの 幼減稚少潤の殺兇抗童陣感廃強数 か町教な内宵いにへ+保の就資善学悪FJT滋高し司化の望+の
を車

統合によるパス (1995年始検)討開
随への十幼低

遜種の必要

基本理念f幼保

寓幼そを『高し従乗てゆれ鰻、誰所来教りめ子ぞ大親慣盤、の育』E幼れ限にののえ保制セ稚にてとあ概の育ン二園っ生犠、念るタ所とて銭の保か能コーを に学f幼幼との(『象敏い前児ど兜立育件宵うのののを増を健}を岡予す敏のか行受会もべじ育qら』Pけ勾施う平て、、でる場腕蚊保等の』地る宵に基様な差を本らの受が理ばけ幼あ念幼る児っr児倒条てで敏は件じあ基本約理ー意念図・自 ず霊JムE教合堂に育同を基方行をカ針づリう区く「キ』保保別ュ育育せラ関場児れの先所教保貨で』育と育るの関をしがJ高保てない内障同さ幼容一す 幼『子切億組ど保もん元の障だ化育』理にち!l3取の が基釜受本がらけあ理なるっ念い教てf』幼賓は犯なに

ならなしリ

保育・教育課 作成(3-5歳 作成(0-5議
幼保見11 幼係)lll 作成

作成(1-5緑 作成(0-5餓
程 児) 児) 兇) 児)

月~金 8時半

幼幼縛時敏保延延基7時長長本半ああ8-り，))-保B育の待教問育数・ 幼保)lll 幼保完11 -15B寺土半(延長 幼保)lll 幼保)lll 幼保)lll 幼保持i 幼保)lll
あり) ::1::8-11 
時半 り)

保育教育集

集団混編合成 幼保別 3-5緩児 2-5歳児 4・5歳児 4・5歳児 3-5it児 4・5歳児 幼保見11
年齢区分(3-5

(;i1?;) 歳児)

合同保育 ど午自前由中i間鍍1時び間のほ時 8ま時で半交か流ら保13育時

回戦員配置 3-5所歳の児基は準保漕 4-5自歳の児基は準市独 独幼8のの3続職完員l配立町置 保膏所の基準 4・5餓所児基は準保育 3-5所S量の児基1ま準保有

活動
行事 合同 合間 合間 合同

給食 実施 実施 実施 実施 実施 実施 実施 実施 実施

アナイン 施(共設通名) 幼児学園 乳幼児センター 保育・タ教ー青セン 幼児濁 保育センター 幼児鐙 幼児鴎 幼児学癒 幼稚園・幼児園
Tイ
園厳 間一子イ

卒閣a.
長護者会 一本化 本化 本化

施 施設 合築
合築(+支11セ

合築 隣接あ(渡りり)廊下 併設
合築(+支援セ 合築 合築 合築

設段備
ンヲー) ンター)

保育宥室配 幼:2階保 1提言 各年齢ごと 各年齢ごと 各年齢ごと 各年齢ごと 各年鈴ごと

駿員
職員格の資 前資格所持 両資格所持 両資格所持

曹機長員修の官跨
ヲ;t....ヨ一~元p司E室""s，何事本 行政駿 行政機

合同

鴎f豊 幼保併任 幼保併任 幼保併任 幼保併任 幼保併任 幼係併任

l欄漣行政
行政所管 幼係自11 幼児盟対内策室に幼児 教幼育委対員会内の 幼児対策室 教育児委対員策会係の幼 子育て~

児策室

保育育費・教 幼保)lll 保育所統の一基準に 幼保知l 幼保男11 幼保iJll 幼保男11 幼保完11 草寺z剤t陪のにに統応一じた

各自治体が施設創設に至った背景を整理した

結果， r①既存の幼稚属・保育所機能の問題点の
そこで，これ以後は，共通の理念が見出せた

①②の背景をもっ自治体について，課題の解決

円
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の方向性を探っていくことにする。

まず①既存の幼稚園・保育所機能の問題点

の解消jについて述べると関児減少による教

育効果の低下Jを理由に施設を創設した自治体

において，課題の解決策のなかに，幼保合同の

集鴎編成や幼児と職員との交流を促すような職

員配置，幼保の区切りのない施設の整備といっ

た共通点がみられた。

こうした自治体の例としては，宮城県高清水

町や静岡県掛川市がある O 施設創設を報じた保

育・幼児教育情報誌『遊育』によると，高清水

町では，施設創設の理由として， r少子化によっ

によると，施設創設の背景として小規模化し

た圏では，冨児がさまざまな友達や職員とふれ

あうなどの人間関係や活動の広がりに限りがあ

り，冨児の体験も少なくなりがちであるJこと

が挙げられている。このように，高清水町・掛

川市は，園児の減少による集団保育の困難や人

間関係の広がりの限界を理由lこ，施設の創設に

取り組んだのである。

さらに述べると，これらの両自治体は，先に

みた施設創設の課題のうち集団編成J，r職員
配置J，r施設・設備Jの 3つの側面における課
題の解決策に共通点がみられる。

地方自治体名 二二玄大藍自在府
兵語草県 兵庫県 山口県 香川県 香川派 香川県 大分県
八千代町 火~1!fT お字E [重量富田] 土庄町 丸亀市 国現矧

詩書閣E寺期 1972年4月 2000年4Fl 2000年4Fl 1999年4月 1974年4月 2002年 1981年 2000年
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」一…

て集団保育を維持することが困難になることの

懸念j を挙げている。一方，掛川市の進行計画

1点目の「集毘編成Jの課題については，高

清水町の施設においても，掛川市の施設におい

。。
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ても，幼稚園籍児と保育所籍児とを区別せず，

年齢別に集屈を編成する方法をとっている。ま

た2点呂の f職員配置」については，掛川市で

は，集団の人数を保育所の基準である) 3歳児

20名) 4・5歳児 30名に合わせ，各集団に 1人

職員が付くように設定されている。一方，高清

水町では，幼稚盟籍児と保育所籍児との混合ク

ラスを編成し，幼稚園教諭と保育士の間資格を

もっ 2名の職員によるティーム保育を実施して

いる O 問自治体の方法は異なっているが，どち

らも職員 1人に対する幼児の数を幼稚菌の器準

よりも少なくするという点で共通している。さ

らに 3点目の f施設・設備Jの課題についても，

両自治体は共に幼保一元化施設jのなかに年

齢や籍による空間的な匿切りを設けていない。

このような施設・設備への配慮によって，幼稚

園と保育所という枠組みだけでなく，年齢の違

いも超えた交流の場を設けているのである。こ

のように，高清水町や掛川市の取り組みからは，

施設創設の段階で集団編成J，r職員配置J)
「施設・設備」といった側面の課題解決を工夫

することによって園児減少による教育効果の

低下j を食い止め，効果を保持しようとする方

向性が見出されたのであった。

つづいて， r②施設配置上の問題点の解消Jを
目指して施設を配量した自治体をみてみると，

げ仮設艶置の偏りから生じる幼児教育への需

要」を背景としている自治体において，共通の

方向性がみられた。この「施設配置の偏りから

生じる幼児教育への需要」を背景に施設を創設

した自治体としては，和歌山県白浜町や福井県

松岡町があるが，両自治体は共に， 0'""'-'5歳児ま

での保育・教育課程の作成に取り組み，そのな

かに独自の保育・教育内容を取り入れている。

例えば，和歌山県白浜町では幼保一元化施設」

の活動のなかに地域に鰐かれた圏作りの推

進Jとして，老人クラブのお年寄りや社会福祉

協議会の教育ボランティア，民生委員や小学生

による一日保育士等を積極的に受け入れている

(r広報しらはまJ1997年4月号) 2)。また，

福井県松岡町においても，地域住民を講師とし

て招いたクラブ活動や地域のお年寄りとの交流

活動を取り入れるなど，地域住民との積極的な

交流活動を取り入れている。このように，白浜

町や松岡町では施設配躍の儒りから生じる幼

児教育への欝要j を満たすような，地域独自の

保育・教育活動を行う場として) r幼保一元化施
設j を創設したのである。

このように)r①既存の幼稚関・保脊所機能の
問題点の解消J)r②施設配置上の問題点の解消j
という背景をもっ自治体においては，諸課題の

解決策に，教育効果の保持や地域独自の保育・

教育内容の導入といった，共通した方向性が見

出されたのであった。

3.事例にみるf幼保一元化施設J'J設の論理
つづいて，諜題解決の方向性をより詳細に探

るため，①②の背最を挙げている自治体のなか

でも，先駆的な取り組みを行っている 2つの自

治体に焦点を当て(調査日:インタピ、ュー調査)， 

諸課題の解決策から施設を創設する際の理念、を

読み取る作業を行った。以下，分析:にあたって

使用する関連資料の引用部，および開き取り調

査のデータは，ゴシック体でその内容を表すこ

ととする。なお，く>内と下線は筆者注で、ある O

3-1.東京都千代田誌!こおける施設創設の棋み

ここではまず①既存の幼稚園・保育所機能

の問題点の解消」を目指して施設を創設した東

京都千代田区に焦点を当て，施設創設を支えた

理念を探っていくこととする川。

(1)幼保二元体制の課題とf育成jの誕生

はじめに，千代田区の「幼保一元化施設J創

設の流れを概観しておく。千代田sでは 1988

年から， 0'""'-'2歳児は保育所， 3""'5歳児が幼稚

園という「年齢区分方式j を導入した「幼保一

元化施設」を運営していた。しかし，この「年

齢区分方式」の施設は，その運営の過程で，次

のような課題を抱えることとなった。

1 .年齢によって幼稚園と保育園を区分してい

るので，一貫した方針に基づく継続した保

育ができないこと

2. 法的な制約等から施設を分離した結果，職
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員や園児の交流が少なくなり，特に塁空襲全

開の交流が進まないこと

3.異なる制度の中で運営しているため，保育

鶴と幼稚麿の保膏時間や保育料が異なるな

ど一体的な運営が行われないこと

(f千代沼区型幼保一元化施設いずみこども掴資料J1・2頁)

ここで示したように，年齢区分方式では，幼

稚関と保育所の制度的な違いが障害となって，

「一貫した方針Jr異年齢児の交流Jr保育時間

と保育料の統一Jがなされないという問題が生

じたのである。

その後，これらの問題点を検討した千代田症

は，その解決策として， 200]年に f従来の幼稚

顕・保育閣の枠を超えた新しい一元化圏j であ

る「こども関Jの創設を提案した。同時に，そ

の施設の特徴として「保育所保育指針と幼稚園

教青要領を基に， 0~5 歳児までの一貫した乳幼

児育成諜程を作成J(2001欄18，8頁)すること

を掲げたのであった。この「乳幼見育成課程j

によって， r ij]保一元化施設」の機能である「育
成j の実施内容が定められ，年齢区分方式では

不可能であった 0"'5歳児までの「一貫した方

針j をとることが可能となったのである。

このなかで注話されるのは，千代田区の「幼

保一一元化施設Jである川、ずみこども圏j を支

える，教育や保育の機能を超えた「育成j とい

う概念、の存在である。この f育成」概念は，関

閣にあたって制定された f千代田区立こども閤

条例Jからも窺える。こども盟条例の第 1条に

は乳幼児に対し保脊及び教育(以下「育成」

という o)を実施する」ためにこどもi認を設置す

るという，設置に関する規定が定められている。

つまり，千代田区では幼保一元化施設jを創

設する|療に，保育所で行われる養護の部分を含

んだ f保育j と幼稚燭で行われる「教育j を組

み合わせて，子どもの育ち全般についての f育

成jを行う場として，施設を設定したのである。

千代田区におけるこの「育成Jという理念は，

施設創設の基盤となるものであったといえる。

それでは，この f育成Jとしづ理念は，施設

創設にあたっての諸課題の解決策にどのように

表れているのであろうか。ここでは，異体的な

保育・教育内容から検討していくことにする。

(2)コアタイムの設定と資源の配置

千代田i玄では，この「育成」という概念を用

いて，施設を創設する際の課題の多くを解決し

ている。なかでも最も特徴的であるのが，保育・

教育時間の設定方法である。こども闘では，設

立当初から，8時 50分から 13時40分までを，

幼稚園対象年齢である 3~5 歳の全圏児が必ず

出席し，統ーした教育的活動を行う時間帯であ

る「コアタイム」とし，それ以外の時間帯は，

保護者の希望によと:じた選択方式をとっている。

このコアタイムはこども菌に通う多くの子ど

もたちが集団として機能していくための時間の

確保として，もっとも現実的Jであり，同時に，

「個々の家庭の状況を考慮しつつも，この時間

搭に多くの子どもが共に活動できるj ように設

定されている(r千代田区型幼保一元化施設いず

みこども園J) 0 つまり集団としての機能」を

確保しつつ，保護者の就労形態に合わせた時開

設定が，このコアタイムであるといえる 4)。

さらに，コアタイムにおける保育・教育活動を

充実させるため，こども闘では r5歳児が 1歳
児以降の幼児の着替えを手伝うなど，生活面で

の自然な触れあいJ(r千代田区型幼保一元化施

設いずみこども盟J7頁)を積極的に取り入れ

ている。こうしたふれあいを f幼保一元化施設J

で行うことによって，年齢区分方式の問題とし

て挙げられていた「異年齢間の交流が進まない

ことj を克服するだけでなく，幼保の垣根を越

えたすべての子どもの「育成j を促すことがで

きるものと考えられる。

加えて，このような盟児の「育成j を支える

ため，こども圏では，職員会議を通じた職員の

相互理解も積極的に進めている。この会議につ

いて，園長は次のように述べている。

関長:会議は，幼児部だけ，乳児部だけ，と

いうのと，合同というのと・・ '3本立て，

になっているのね。職員会議がそれと，

あとは歯肉研究会も，やっぱり乳児部

と幼児部でそれぞれもって，で，あと

合同をもっているという感じですね。
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筆者:その会議も.年齢区分というか.長時

間児と短時間児と会議は合同で，幼児

担当ならやられる.という感じです

か?

園長:そう。会議でもそう。職員会議ってい

う月に 1回，幼児は幼児，乳児は乳児

っていう合間っていうのは 1屈なんだ

けど，それ以外に学年会が，笈墜盟主

長時間が一緒になってやったりーあと

は，長時間だけの打ち合わせとか，そ

ういう，縦横の打ち合わせを結構やら

ないと， 1人の子を，いろんな人がみ

るので。

<2003年9Fl17B間き取り調査>

園長が述べているように，こども園では，幼

児部，乳児部，さらに両者の合同というように，

担当する対象年齢ごとの会議はもちろんのこと，

コアタイムの担任である短時間保育児担当，そ

れ以外を受けもつ長時間保育児担当というよう

に，担当時間帯ごとにも職員会議を設けている。

こうした「縦横の打ち合わせJである職員会議

を積み重ねることによって r1人の子をいろん

な人がみるj こども闘における「育成Jが支え

られているのである。

このように，東京都千代田亙では幼保一元

化施設Jを創設する際に，教育と福祉を融合し

た「育成」という考え方を用いることによって，

従来の二元体制では成し得なかった「子どもの

育つ環境Jに配癒するさまざまな試みを行って

いた。「育成jという考え方こそが，幼稚園と保

育所の二元体制を超えた取り組みを可能にして

し、たといえよう O

3-2.福井県松岡町における施設創設の試み

次に②施設配量上の問題点の解消」をめざ

して施設を創設した福井県松岡町を取り上げ，

基盤となる理念を探っていくことにする 5)。

(1 )施設配置の課題とf松岡町の子どもJ

ここではまず，松岡町における「幼保一元化

施設J創設の経緯を追っていくことにする。「幼

保一元化施設」への再編以前，松岡町内では，

地区によって，保育体制に繭りがあった。町内

の3つの地区はそれぞれ， {;呆脊簡 1障のみ，幼

稚i認1閣のみ，幼稚鶴 1圏と保育関 31認という

配翠になっており，幼稚園・保育所の数と位置に

偏りがみられたのである。こうした保育・教育

施設の偏在を問題とする住民の声を受け，町は，

1998年から幼稚園と保育所の再編に着手した。

具体的には， 2000年度から， 3'" 5歳児を幼児

教育の部， 0"'2識児を幼児保育の部として設定

し)r幼児教育の部のみが存在する施設を『幼稚
国l幼児教育の部と幼児保育の部が存在する施
設を『幼児盟~J (r幼児教育の改革ー幼・保一元

化の歩みj 16頁)と呼び名を変更して，町内の

保育所・幼稚園全臨の再編を行ったのである。

そして，これらの再編の擦に基本的な理念と

して掲げられたのがどうしたら児童が安定し

た環境のなかで，大切な幼児期を過ごすことが

できるのかげ同じ松岡町の子どもであるならば，

幼児教育を受ける条件に差があってはならな

しリ cr幼児教育の改革-幼・保一元化の歩みJ 1 
頁)という 2つの点であった。いし功、えれば，

松岡町は幼保一元化施設j創設を通じて松

岡町の子どもJ全員が， r安定した環境の'=1:1でj
f幼児期を過ごすことができるJように)r幼児
教育を受ける条件Jの統一を図ったのである O

このなかでも特に松岡町独自なものとして注目

されるのが松岡町の子どもJという概念であ

る。この言葉を用いることによって幼保一元

化施設j の対象児を，その施設に通う子どもに

限定せずに松岡町の子どもJ) つまり自治体

内に住む地域の子どもとして捉えることが可能

になるのである 6)。

それではこの「松岡町の子どもJという捉え

方は，具体的にどのような実践として現れてい

るのであろうか。ここでは保育・教育内容から検

討していくことにする。

(2)保膏・教育活動と住民とのつながり

松関町では，幼稚園や幼児閤への再編を契機

として松関町の子ども」を育てる保育・教育

活動に積極的に取り組むようになっている。具

体的な活動としては遊びの中で学べるクラブ
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活動j や地域住民との交流活動があるが，これ

らの活動を通じて[幼保一元化施設Jが，地域

住民が参加した「松岡町の子どもJを育てる場

となる可能性をもっているのである。

例えば「遊びの中で学べるクラブ活動jでは，

在園児の全員が参加する時間帯にクラブ活動を

設定し，そこに松関町の住民を講師として迎え

入れている7)。また，地域住民との交流活動で

は，近隣の農地を借りた農閤作りや地域のお年

寄りを招いた伝承遊びゃ夕涼み会が行われてい

るG 他にも，広報誌のなかで「幼保一元化施設j

の活動を紹介する紙面を用意する等の，地域住

民に対する広報活動も行っている。こうした活

動からは松岡町の子どもJを育てる場として

「幼保一元化施設Jを位置づけようとする理念

が窺えるのである制。

このように，千代田区・松間町の両自治体は山

積する課題の解決にあたって育成jや「松岡

町の子どもJといった独自の理念を用いていた。

こうした理念を用いることによって，従来の幼

稚園・保育所の二元体制を超えた新たな施設の

創設が可能となっていたのである。

4 本研究のまとめと課題

これまでみてきたように幼保一元化施設j

の創設を試みる地方自治体は，その過程におい

て多くの課題に直面し，それらの課題に種々の

方策を用いて対応していた。さらに，先進的な

取り組みを行っている自治体には，施設全体を

支える理念が存在していたのであった。

ここで，本論で見出した 2つの論理について，

f幼保一元化施設jの目指す「教育Jr保育」と
いう機能的統合という点から見直してみたい。

まず，千代田区の「育成Jという概念、は，幼稚

溜・保育所という従来の機能の分離を超えた，新

たな子育ての捉え方の必要性を示しているもの

と考えられる。乳幼児の命を支える養護の部分

を含みこんだ「保育」と，子どもを統制し，社

会化しようとする「教育Jを統合して捉えるこ

とによって，保護を必要としつつも 1人の人

間としての土台を創る時期である乳幼児期に相

応しい概念が生み出されているといえる。こう

した概念、を用いるからこそ，子どもの育ちを中

心に据えた時間や内容の設定が可能になるので

ある。また松岡町の子どもj という概念から

は，従来のように子どもを施設単位で捉えるの

ではなく，施設を超えた地域全体の子どもとし

て捉えていこうとする，新たな視点が窺える。

こうした捉え方をすることによって，子どもの

生活する場を見渡した上での，施設の位置づけ

が可能になるのである。

これらの点を踏まえると，本論で克出された

「育成jという概念や松岡町の子どもjとい

うような地域に立脚した子ども像こそが，従来

の二元体制を超えた「教育Jr保育jという機能
統合を果たす施設を創造するものであり，また，

これからの新たな施設の理念となりうる可能性

をもつものと考えられる。

注

1 )福井県松関町という市町村名・行政単位は，

調査を実施した 2003年時点のものであり，

2006年 2月以降は， I日永平寺町，上意比村

と合併し，永平寺町となった。本論文では，

2000年代初頭における「幼保一元化施設」の

創設を主題としているため，調査を実施した

時点で存在していた「松同町Jという市町村

名を用いることとする。

2) r 地域に開かれたj 菌作りについては， 1997 

年度から文部省(当時)が取り組んでいる「地

域に開かれた幼稚園作り推進事業」があるよ

うに，幼稚園単独でも行われていることでは

ある。しかし，二元体制を超えた「幼保一元

化施設」で実施するからこそ，地域に住むす

べての子どもを対象とした「地域の子育てj

を支援するセンターの役割が果たせるものと

患われる。
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3 )調査を実施した 2003年時点の東京都千代田

区の概要，および「幼保一元化施設j の現況

は以下の通りである。千代田区は，東京都 23

症のほぼ中央に位寵しており，面積は 11.64

k m¥ 1946年に誕生した。区民数は 39，000 

人だが，都心部であるため，昼間人口はその

20倍以上となる O 人口は， 1960年をピーク

に減少し続けており，地域のコミュニティの

衰退が問題となっている。また， 1年間の出

生児は概ね 200人に留まっており，少子化対

策が急務となっている。区内の保育・教育機

関としては，幼稚園 12麗(公立 8圏，私立 4

菌)，保育所 7菌(公立 6閤，私立 1麗)が

あるが，このなかで「幼保一元化施設jは rJ.，'

ずみこども圏J1園のみ。定員は 148名だが，

2003年度 9月時点の在園児数は 113名であ

る。

4 )このコアタイムを効果的に実施するため，こ

ども園では，施設設備や職員配霞といった資

源の配置にも工夫がされている。その工夫と

は，コアタイムとそれ以後の時間の切り替え

の際に，保育室と午睡室というように部屋を

替え，短時間担当と長時間担当といったi隊員

を変化させることによって，徹底した「生活

の切り替えJを行っている点である。この生

活の切り替えを行うことによって，コアタイ

ムを嵐兜の生活の「コア」として成り立たせ

るという機能を果たしているものと考えられ

る

5 )調査を実施した 2003年時点の福井県松関町

の概要，および保育・教育施設の現況は次の通

りである。松岡町は福井市の東方 8kmに位

置しており，面積は 18.59knio 1955年に誕

生した，人口 11，000人の町である。 1992

年度より新興住宅の開発も進み，人口は年々

増加しており，それに応じて出生数も微動で

あるが増加傾向にある。また 1年間の出生

児数は 100人程である。町-内には，幼稚園 2

園，保育園(再編後は「幼児園J)4富があり，

2003年度当初の各闘の在富児数は，松岡幼稚

園 23名，吉野幼稚園 21名，松岡東幼児園

63名，松関西幼児圏 94名，御陵幼児国 113

名，なかよし幼児臨 107名である。

6 )ちなみにこういった「松間関rの子どもJ全員
を視野に入れるという考え方は，再編を行う

に当たってのアンケートの実施方法にも反映

されている。松湖町では，住民に対して幼児

教育に関するアンケートを実施したが，その

対象者に，その時点での，幼稚闘・保育所に

子どもを通わせている保護者のみならず，未

来の園児となる未就図児の保護者や，過去の

園児であった小・中学生の保護者も含めたの

である。このようなアンケートを行うことに

よって， r松i両rnrの子どもJ全員の育ちを踏ま
えた施設の創設が可能になるものと考えられ

る。

7 )このクラブ活動については， r幼保一元化}iIfH役j

創設以前から各幼稚留・保育所で行われてい

たが，施設再編以後には，保育・教育活動と

して，全i認で統ーして，午後のi時間帯を用い

て実施されるようになった。

8 )また，松偶i町では， r幼保一元化施設jの創設

をきっかけとして， :L;JJ・小・中の合間保護者

会の立ち上げや，乳幼児から中学生の保護者

に対する f子育てステップアップ講座jの開

催を行っている O こうした子育てに関する講

座は他の自治体でも行iつれているが，松岡111]晶

独自といえるのは，講座全6田中 3回以上参

加という努力義務を課していること，加えて，

幼・小・中全ての職員が保護者と一緒に受講

している点である。こうした努力義務や職員

の参加を定めた目的としては幼稚園・幼児

園・小学校の職員も受講し，家庭・慰・学校

が連携した環境の中で，子どもの生活習慣・

保育・教育に隠する共通理解を図っていくこ

とJ(f幼児教育の改革-幼・保一元化の歩み1

84頁)が挙げられている。このように，松岡

町では，家庭・闘・学校という「松岡fI可の子

どもj をとりまく人々が連携し共通理解を促

すことが自指して，活動が設定されているの

である。ここにも「松岡町の子ども」という

理念がみてとれる。
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The problem and solution about founding “Institution for the unification of a 

kindergarten and a nursery school" by Local Self-governing Body 

Kyoko TANJI 

The purpose of this study is to search the idea about founding “Institution for the 

unification of a kindergarten and a nursery school" by Local Self-governing Body， from 

1990s to 2000s. For this purpose， the author classified the problem and solution， and 

investigated for the idea about founding it by the results of research for the staff of 

Local government and the leader of institution・l

The three points became clear from the result of the investigation. The first point 

is that there are the different ways of solution of the problem by the reason of founding 

institution. The second point is that in the Local government which is making headway， 

when they found the institution they use the fused idea with “nurse" and “education" . 

The last point， they use an idea the children “who are grown up in the area". 

These ideas show the new way over the past separated system. 
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